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1――需要「超過」から「瞬間蒸発」へ 

 新型コロナウイルス感染症による需要

急減で雇用環境が悪化している。 

民間エコノミストの経済成長率平均予

測値（ＥＳＰフォーキャスト）をもとに算

出したＧＤＰギャップの予測値は、リーマ

ン・ショック時を上回る過去最大のマイナ

スギャップを形成している［図表１］。緊急

事態宣言が全都道府県で発令された４月

には、インバウンドで活況を呈した外国人

延べ宿泊者数は対前年比▲97.4％と急減

し、国際線の航空旅客数も同▲95.8％、新

幹線の輸送量も同▲90.0％と、減少幅は９

割に達した。また、全国にある居酒屋／パ

ブの売上高も同▲91.4％に落ち込み、百貨

店売上高も▲72.8％の減少となった。まさ

に、需要の「瞬間蒸発」とも言える状況で

ある［図表２］。  

足元では、需要の減少が雇用に影響を及ぼし始めている。厚生労働省が６月２日に公表した資料に

よると、新型コロナウイルスに係る雇用調整の可能性がある事業所は、５月 29日時点で 30,214事業

所、解雇等見込みの労働者数は 16,723人にもなったという。事業所別で見ると、製造業（6,298事業

所）、飲食業（4,760事業所）、小売業（3,028事業所）の順に多いが、労働者で見ると、宿泊業（3,702

人）、道路旅客運送業（2,287人）、製造業（2,269人）となっており、製造業からサービス業まで幅広

く影響が及んでいることが分かる。 
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［図表１］GDPギャップの推移

（資料）内閣府より筆者作成

（%）

（四半期）（注）実績値は、2019年第4四半期まで。

予測値は、民間エコノミスト経済成長率平均予想（5月）より作成。調査回答期間は、4月27日～5月11日まで。
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［図表２］需要急減の様子（4月）

（参考）観光庁「宿泊旅行統計調査」、ANAGroup「月次輸送実績」、JR東海「月次ご利用状況」、

日本フードサービス協会「JF外食産業市場動向調査」、日本百貨店協会「売上高概況」
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 新型コロナウイルスの感染爆発、所謂

「コロナ危機」が発生する以前は、戦後最

長の「いざなみ景気」を超える景気拡大に

より、多くの企業で労働力不足が供給制

約となっていた。とりわけ中小企業にお

ける人手不足は深刻で、労働力の確保が

重要な経営課題となっていた［図表３］。

そこで政府は、足元の供給制約を解消し、

人口減少社会における構造的な労働力不

足の問題に対処するため、2018 年 12 月に出入国管理法を改正して、外国人労働者を広く受け入れる

方針へと大きく舵を切った。しかし今、コロナ危機で労働環境は反転し、日本の外国人就労政策は正

念場を迎えている。リーマン・ショック時には、職を失った外国人労働者を母国へと送り返す政策が

実施されたこともあり、今後の対応が注目される。 

 本稿では、外国人就労の現状とコロナ危機で浮き彫りになった問題を整理し、今後の外国人就労政

策について考察する。 

 

 

2――10年間でグローバル化した労働市場 

1｜外国人就労は過去最高を更新中 

 足元で、外国人労働者は増加している。

厚生労働省のデータによると、2019年 10

月末時点における外国人労働者数は、約

166万人と前年比+13.6％で過去最高を記

録した［図表４］。国籍別には、中国出身

の労働者が約 42 万人（構成比 25.2％）

と最多であり、次に多いのが約 40 万人

（同24.2％）のベトナム出身の労働者だ。

近年、増加の著しいベトナム出身の労働

者は、その８割以上が技能実習または資

格外活動の在留資格で就労しており、高

度な専門知識や技術を必要としない、所

謂「単純労働」に従事しているとされる。 

 これまで日本は、外国人の単純労働分

野での就労を認めないとの方針を取って

きたが、実際には、就労資格ではない「身

分に基づく在留資格」「技能実習」「資格

外活動」で多くの労働者を受け入れてき
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［図表３］中小企業・産業別の雇用人員判断（D.I.）
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［図表４］外国人労働者の出身国別・推移
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［図表５］在留資格別の割合

（資料）厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況表一覧」

（注）□は、就労を目的とした在留資格
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た。就労を目的とする「専門的・技術的分野の在留資格」や「特定活動」で就労しているのは、外国

人労働者全体の２割ほどに過ぎない［図表５］。このような制度と実態が乖離した状態を是正し、人手

不足が深刻な業界における外国人就労を可能とするため、政府は 2018年 12月に出入国管理法を改正

して、新たな在留資格の「特定技能」を創設している。同制度に基づく運用は 2019年４月から始まり、

５年間で最大 34.5 万人を受け入れる計画であったが、業種別の資格試験の準備や協力国との調整が

間に合わず、2020年３月末時点の受け入れは 3,987人に留まっている。ただ、年度末にかけて人数は

増加しており（2019年 12月は 1,621人）、今後、特定技能での受け入れも増加していくと見込まれる。 

 

2｜外国人労働者への依存度を高める産業界 

産業別に見ると、「製造業」で働く外国人労働者が約 48万人（構成比 29.1％）と最も多く、次いで

ビルメンテナンスや自動車整備業などに従事する「サービス業（他に分類されないもの）」の約 26.7

万人（同 29.1％）、「卸売業、小売業」の約 21.3万人（同 12.8％）、「宿泊業、飲食サービス業」の約

20.7万人（同 12.5％）が続く。10年前の 2009年には、「製造業」が外国人労働者全体の 38.9％を占

めて最大であったが、近年は、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業といったサービス業での就

労が増えている。これは、「身分に基づく在留資格」を有する中国や韓国からの出身者が、景気拡大を

背景として労働参加したことに加え、「資格外活動」でパートやアルバイトに従事するネパールやベト

ナムの出身者が増えたことが要因であると考えられる。 

外国人労働者の増加に伴い、産業界の外国人労働者への依存度も上昇している［図表６］。日本全体

の就労者に占める外国人労働者の割合（依存度）は、2009年の 1.03％から 2019年には 2.47％まで上

昇した。これは、40.5 人に 1 人が外国人労働者であることを意味する。特に、「サービス業（他に分

類されないもの）」（5.86％）や「宿泊業、飲食サービス業」（4.92％）などは依存度が高く、その上昇

ペースも加速している。 
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3――外国人労働者を直撃したコロナ危機 

1｜「都市型問題のコロナ危機」≒「都市部に集中する外国人労働者」 

 政府は、新型コロナウイルスの感染拡

大を防ぐため、４月７日から５月 25 日

まで、改正新型インフルエンザ等対策特

別措置法に基づく「緊急事態宣言」を発

令した。この間、最初から最後まで対象

区域に指定されていたのは、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫

県の６都府県であり、新型コロナウイル

ス感染症が、人口過密地域の都市部を中

心に拡大して来たことを示している。 

 他方で、外国人（労働者含む）は、都市部に集中する傾向にあることが知られている。これは、雇

用機会の多さや最低賃金の高さなど、様々な要因が指摘されている。［図表７］は、在留外国人と外国

人労働者の都道府県別の分布を示したものであるが、外国人の多い地域ほど、緊急事態宣言に伴う外

出自粛が長く続いたことが分かる。 

 

2｜外国人労働者依存度の高い産業にコロナ危機の影響 

 コロナウイルスによる感染拡大は、グ

ローバルなサプライチェーンを寸断し、

製造業に大きな影響を及ぼしている。ま

た、世界的な感染の拡大で、国際的な人

の往来が制限されたことにより、インバ

ウンド拡大の恩恵を享受してきた宿泊

業、飲食サービス業、小売業、卸売業な

どの業種で売上が急減している。 

 これらの業界は、ここ数年、外国人労働者が流入してきた業界と重なる部分が多い。［図表８］は、

2009 年から 2019 年までの就業者数と外国人労働者数の変化を示したものであるが、外国人労働者が

多く流入した業界は、コロナ危機による影響を強く受けていることが分かる。 

 

3｜危機への耐性の低い中小企業で働く外国人労働者 

コロナ危機による影響は、業種、業界、企業規模を問わず及んでいる。とりわけ規模の小さな企業

は、コロナ危機の影響を受け流す選択肢（事業縮小や生産地域の変更など）に乏しく、影響をダイレ

クトに受けてしまいがちだ。また、法人企業統計で 2018年度の金融業および保険業以外の規模別自己

資本比率を見ると、資本金 10億円以上の企業は 45.5％である一方、１千万円未満の企業は 19.3％で

あり、企業規模が小さくなるほど財務余力も乏しくなっている。資金調達にしても、大企業であれば 
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［図表７］在留外国人の地理的分布（都道府県別）

(資料) 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況表一覧」、法務省「在留外国人統計」
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資本市場から直接資金調達すること

も可能であるが、規模の小さな事業者

は、銀行等の借入に頼らざるを得ず、

資金調達手段も限られている。危機へ

の耐性は、事業規模に比例する部分も

あり、小規模事業者ほど相対的に厳し

い状況にあると言えるだろう。 

国内雇用の中心は中小企業であるが、外国人労働者で見ると、その傾向はさらに高くなる。［図表９］

は、従業者規模別の非農業雇用者数と外国人労働者数の割合を示したものであるが、外国人労働者は

30人未満の小規模事業者で雇用される割合が日本全体よりも高くなっている。これは、コロナ危機に

よる影響が、外国人労働者に及びやすいことを示唆している。 

 

4｜感染拡大の見えない実態 

 実際に、外国人労働者にどの程度の影響が及んでいるのか、把握することは難しい。公的な統計で

外国人労働者の失業件数などが公表されているものはなく、正確な規模感は捉えられない。ただ、報

道ベースでは、生活に困窮した外国人労働者や留学生からの相談が、在留外国人を支援する NPO法人

や地方自治体などの相談窓口に数多く寄せられているという。生活に困窮した外国人労働者は、民間

団体や企業などからの支援で急場を凌いでいるようだ。外国人留学生を訪日客の急減で客室に空きの

ある簡易宿泊施設が無償で受け入れたり、支援物資の寄付を受けた民間団体が生活支援をしたりして

いる。ただし、支援が受けられるのは一部に留まるため、より厳しい状況に置かれている外国人労働

者も多そうだ。日本での就労を諦めて帰国しようにも、海外との往来は制限されており、費用負担の

問題から苦境は深まっている。 

 一方、外国人労働者が、入国できないことによる問題も生じている。技能実習生が来日できないこ

とで農業や漁業の現場では、人手不足は深刻化している。収穫できない野菜を放棄する農家や出航を

延期する漁業者も出て来ている。異業種からの転職者を受け入れる動きもあるが、業種間の労働移動

は少ない傾向にあり、特に外国人労働者については、急ごしらえの制度でもあり、スムーズに労働移

動が進むのか不透明な部分も多い。 

 

 

4――コロナ危機で試される「外国人就労政策」 

1｜万全ではないセーフティネット 

 上記のように、外国人労働者は生活基盤を失って厳しい状況に置かれている。政府は、そのような

外国人労働者を支援するため、様々な支援策を打ち出している。例えば、実習の継続が困難となった

技能実習生等に対しては、特別措置として異業種への転職を認め、最大１年「特定活動」の在留資格

を与えるとの措置を講じている。また、1 人あたり一律 10 万円が給付される「特別定額給付金」や、

雇用維持のため休業などの措置を取った事業者に支給される「雇用調整助成金」などは、外国人労働

者も日本人労働者と同じく適用の対象となっている。  

 
（注）非農林業雇用者数の「その他」は、官公における雇用者。

（資料）厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況表一覧」、総務省統計局「労働力調査年報」

［図表９］従業者規模別の労働者割合
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他方で、適用が制限された措置もある。例えば、５月 19日に創設された「学生支援緊急給付金」だ。

この措置は、特に厳しい状況にある住民税非課税世帯の学生には 20万円、それ以外の学生には 10万

円が支給される制度である。ただし、支給対象は国公私立大学（大学院を含む）の学部生および大学

院生、短期大学部生であり、そこには留学生や日本語学校の学生も含まれているが、留学生について

は「前年度の成績評価係数が 2.30以上」という成績基準が設けられている。また、３月 18日に発表

された「緊急小口資金等の特例貸付」は、生活資金の貸付けを行う制度を拡充したものであり、貸付

上限額を 20 万円と２倍に引き上げたうえで、その対象を低所得世帯から感染拡大の影響で減収とな

った世帯まで広げた措置である。同制度は、都道府県社会福祉協議会により運営されており、多くは

在留外国人を対象としているが、地域によっては「在留中に返済できること」「永住者や定住者」に限

定するなどの条件が付されている所もある。生活が困窮した場合、最終的に「生活保護」という手段

も考えられるが、就労が在留資格によって制限されている外国人労働者は、対象にはならない。外国

籍の場合、永住者、定住者、日本人の配偶者等、特別永住者、難民認定を受けた者などに限定されて

おり、在留期間に制限のある留学生や技能実習生などは対象外だ。 

 

2｜将来の日本の姿をどのように描くか 

 今回のコロナ危機により、日本の外国人就労政策における様々な問題が明らかになった。リーマン・

ショック時にも同様のことが起きたが、労働移動が制限された制度では、労働需要の急激な変動に対

応することが難しい。また、日本における生活基盤が脆弱な外国人労働者は、所得を獲得する手段を

失うと瞬く間に困窮してしまう可能性が高まる。不可抗力による生活の不安定化を回避するための仕

組みが必要だ。 

 短期的には、外国人労働者への配慮を厚くすることが必要だろう。少なくとも、日本人労働者と同

程度の生活保障が受けられる環境は必要だ。2018 年 12 月に閣議決定された「外国人材の受入れ・共

生のための総合的対応策」には、「政府としては、条約難民や第三国定住難民を含め、在留資格を有す

る全ての外国人を孤立させることなく、社会を構成する一員として受け入れていくという視点に立ち、

外国人が日本人と同様に公共サービスを享受し安心して生活することができる環境を全力で整備して

いく」との方針が示されている。足元では、外国人労働者は就業者全体の２％程度を占めるに過ぎな

いが、外国人労働者なしでは成り立たない業種や産業があることも事実であり、貴重な人材としての

認識する必要がある。また、国内における外国人労働者の窮状を放置しておけば、国際的な批判が高

まる可能性もある。危機後の労働力誘致を考えるうえでも支援は必要だろう。 

 長期的には、外国人労働者をどのような形で日本に受け入れていくのか、改めて考えていく必要が

あるだろう。少子高齢化と人口減少が進む日本では、労働力の確保が将来的な課題になる。デジタル

化の進む社会において、どのような外国人材を受け入れて、どのような社会を形成していくのか、国

民の間でコンセンサスを得る必要がある。2018年に出入国管理法改正案が審議された際には、国論が

２分されていた。目指すべき社会像を明らかにしたうえで、制度の見直しを進めていく必要がある。

来年には、特定技能制度の開始から２年を迎え、経済情勢の変化や運用を通じた課題などを反映する

ため制度の見直しが行われる。受入業種の拡大や数値目標の設定だけでなく、外国人就労政策全体の

議論が深まることを期待したい。 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目

的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


